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従来のPT調査では，バス・路面電車などの路面公共交通停留所からの距離は，路面公共交通利用者につ

いてのみアクセス時間として得られる．このため，停留所までのアクセス時間が有意となる交通手段選択

モデルの推定が難しい．また，ゾーンの大きさの問題などもあり地方都市において主要な公共交通機関で

ある路面公共交通の需要予測にPT調査があまり使われないという課題がある． 
これに対し，GISの発展と普及により，一方ではPT調査実査において居住地からバス停までの距離を計

測できる可能性が現実のものとなっているとともに，住宅単位で人口属性を推計したデータが存在しそれ

を活用することで停留所距離圏ゾーン単位での非集計モデルの適用が可能である．また，バス停間OD表

もICカードデータを集計することにより得ることができ，推計精度の検証も可能となっている．本報告で

は， PT調査の課題と対応策に関する地方公共団体に対するアンケート結果も参照しながら，このような

可能性の実現性を検討した研究成果を報告し、PT調査の方向性について議論する際の選択肢を提供する． 

     Key Words :  person trip survey, surface public transport, distance from residence to bus stops, micro 
population census data,  public transport IC card data  

1. 背景・目的 

パーソントリップ調査（以下PT調査と略す）は都市

圏の複雑で多様な交通実態の把握・予測に不可欠であり，

総合都市交通計画の策定や施策の立案に大きな役割を果

たしてきた．PT調査は1967年に広島都市圏で実施されて

以来，半世紀近く継続的に実施されてきているが，その

骨格は，幹線道路ネットワーク計画策定が政策課題であ

った調査創始当時のものとそれほど変わっていない． 

これまでのPT調査の位置づけは長期的な都市構造と

の関わりで交通計画を行うための広域的な交通実態を把

握するものとされており，通常１０年程度の間隔で実施

されていることから，個別具体的な課題への対応は別途

調査で行うことが基本である． 

市街地の郊外拡散や公共交通の衰退などの地域・社会

問題に対応するために集約型都市構造の実現が求められ

ている今日，公共交通サービスの維持・充実を図ること

は非常に重要であり，その需要の正確な予測が求められ

る． 

これまで，鉄軌道系の公共交通機関の需要予測は道路

交通への負荷を予測するためにある程度の精度で行われ

てきたが，バスや路面電車などの路面公共交通機関の需

要予測はＰＴ調査のゾーンの大きさとバス停や電停の誘

致圏の大きさとの不整合により，あまり精度の高い予測

が行われていたとは言えない．しかしながら，公共交通

サービスの維持・充実のためには運行の採算性の議論を

避けて通ることはできず，その議論に耐えうる精度の需

要予測が必要である．特に，地方都市では路面公共交通

機関が主要な公共交通機関となっているケースが多く，

その必要性は非常に高いと言える． 

これまで実務で採用されてきた四段階推計法における

ゾーン単位での集計により生じる問題については，古く

は北村1)が他の四段階推計法の課題とともに論じており，

当時の地理情報システム（ＧＩＳ）の普及状況や技術水
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準を前提として将来的な課題として整理している．その

後，ゾーンの細分化を試みた内山ら2)の研究が行われる

一方，ＰＴ調査の実務においても町丁目程度までゾーン

を細分化してデータを整備することが行われている7)． 

しかしながら，町丁目単位でもその中心点とバス停や

電停との距離がゾーンの平均的距離とかけはなれた需要

予測にふさわしいものでない可能性が高いこと，また，

統計解析により交通手段選択モデルの説明変数としてバ

ス停や電停までの距離や所要時間が有意となる結果が得

られにくいことが路面公共交通需要予測の課題として残

されている．後者の原因としては交通実態調査では公共

交通非利用者については公共交通施設までのアクセス時

間が得られないこと，世帯表に設問を設けても公共交通

非利用世帯からは値が丸められて回答され正確な回答が

得られにくいことが挙げられる． 

近年，ＧＩＳ技術の普及やビッグデータの利用可能性

の向上により，このような状況に変化がもたらされる可

能性が生じてきている． 

まず，住居からバス停や電停までの客観的距離の把握

であるが，ＧＩＳのアドレスマッチングとネットワーク

解析により，個別の住居から 寄りのバス停や電停を探

索して道路に沿った距離を計測することが容易にできる

ようになっている．郵送方式のＰＴ調査では，回答者の

回答意欲をそがないように丁寧に説明することを前提に，

ＧＩＳで探索した 寄りのバス停や電停の名称とそこま

での平均的所要時間をあらかじめ調査票に記入して送付

することが可能である．こうすることによって，公共交

通非利用者の代替交通手段（公共交通）のＬＯＳの変数

としてバス停や電停までの所要時間の精度向上が期待で

きる． 

また，バス停や電停までの所要時間が有意となった交

通手段選択モデルにより需要推計をする場合に，町丁目

やメッシュではなく，バス停や電停からの所要時間によ

り区分したゾーンに基づき推計することが考えられ，こ

のような圏域設定もＧＩＳを使うことによって容易に行

うことができる． 

その場合，そのような任意に設定されたゾーンにおけ

る人口及び属性のデータをどのように入手するかという

課題があるが，その答えとして，秋山ら3)が推計したマ

イクロ人口統計というデータがある．これはある意味で

は空間的ビッグデータとも呼びうるものであり，デジタ

ル住宅地図の各建物に国勢調査の世帯と性別年齢階級別

人口を割り振って推計したデータである．各建物ごとの

データの真値との適合度は低いが，ゾーンで集計した場

合はある程度の精度が保たれるものである． 

後に，このようにして推計したバス停や電停単位の

需要を真値と比較検証する方法であるが，比較対象のデ

ータとして，ビッグデータである公共交通ＩＣカードデ

ータを活用することができれば検証が可能となる． 

本稿では，上記の新たな可能性が実現可能かを探るた

めに実施した研究について報告し，今後のＰＴ調査の方

向性について議論する際の選択肢を提供する． 

2. 行政実務担当者のＰＴ調査に関する認識 

(1) 路面公共交通需要予測とゾーンの大きさ

本研究の関連研究であるPT調査実施都市圏の行政担

当者に対してアンケート調査を実施し，PT調査に関す

る問題点や改善策を把握することを目的とした筆者ら6)

や市井ら7)の研究によると，PT調査データの空間的スケ

ールの大きさを問題視している自治体が多数を占め，バ

スや路面電車のトリップに対応するために，独自にゾー

ンを細分化したり，バス停間OD表をバス会社の協力を

得て入手し活用している自治体も存在している．一方で，

ゾーンを単に細分化することはサンプル数の増大などに

よりコスト増につながるという指摘も見られた．

(2) 停留所までのアクセス距離の正確な把握 

筆者ら6)の調査結果によると，調査票配布時に何らか

の方法でアクセス時間や距離を正確に把握することがで

きれば交通手段選択の推計精度向上に寄与するかという

問いに対しては，８割が肯定的回答をしている．一方で，

調査票で問を設け記入してもらう場合，回答時に数値が

きりの良い値に丸められてしまい精度が低い，調査負担

が増えるといった否定的な回答も存在した． 

(3) 本研究への示唆 

行政担当者の回答からは，単にゾーンを細分化するの

ではない手法で，PT調査のゾーンが大きすぎることへ

の対策をすること，また，停留所までのアクセス距離に

ついては，回答者に負担にならず，回答者の回答精度に

影響を受けない客観的な方法が示唆される． 

3. 研究概要 

(1) 手法の概要 

本研究では，PT調査で使用される調査票を元に独自

の調査票を作成し，配布対象の住宅からバス停までの距

離が正確にわかるよう工夫した上で交通実態調査を実施

することで，バス停アクセス距離を変数に組み入れた交

通手段選択モデルの精度向上を図る．推定されたモデル

をバス停周辺距離帯の人口分布と組み合わせることで，

バス停単位の路線バス需要を推計する．この推計値を別

途バスICカードデータから集計した実績値と比較し，手
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表-3 モデル推定結果（私事移動：認識時間） 

 以上より，事前にＧＩＳを用いて測定した実距離から

換算したアクセス時間を使用することで，アクセス時間

が有意に働くモデル推定結果が得られることが確認でき

た． 

5. バスICカードデータに基づく通勤目的バス停

間OD表の作成

(1) バス停間OD表の作成方法 

本研究では，国際興業株式会社よりバスICカードデー

タを提供頂いた．提供された情報は，各利用者毎の乗車

した系統名，系統番号，利用年月日，乗降バス停名，乗

降時分（秒単位），利用人数，そしてバスの運行全体に

関して一般利用におけるICカード利用率，バス運行情報

である．データが収集された期間は，平成26年6月14日

（土）〜6月27日（金）である．  

バスICカードデータからバス停間ODデータを作成す

るにあたって，まずデータを上下別，平日土曜休日別の

6パターンに分類した．その後，6パターンそれぞれにつ

いて時間帯毎のOD表を作成した．そして，平日10日分，

土曜2日分，休日2日分からそれぞれ平均値と標準偏差の

算出を行い，6パターンのOD表を作成した． 

このOD表は全目的のOD表であることから，通勤目的

及び私事移動目的の交通手段選択モデル推計値と照らし

合わせるため，通勤目的及び私事移動目的のOD表を作

成した．ゾーン毎に時間帯別の通勤目的及び私事移動目

的の割合は，交通手段やバス停によらず一定であるとい

う仮定の下，各OD表を作成した．目的別割合は，平成

20年度PT調査の計画基本ゾーンの値を用いた． 

後に，この目的別人数はICカード利用者のみの人数

のため，ICカード利用率で割り，現金払いを含む乗車客

数を算出した． 

6. 需要推計と精度検証 

(1) 需要推計の方法 

 モデル推定結果から得られた路線バスの選択確率と，

バス停周辺の人口分布を組み合わせることで，GISをベ

ースとした需要予測を行った．需要予測の対象は，大宮

駅東口を発着する国際興業バスの路線とした． 

 まず，交通実態調査の際と同様に対象バス停について

圏域を設定し，それぞれの圏域内に居住する人口を求め

た．人口データには，秋山ら3)が作成した「マイクロ人

口統計データ」を使用した．このデータは，住宅地図と

国勢調査を組み合わせ，建物毎に世帯数と性別・年齢別

居住者数を確率的に求めたデータとなっている．本研究

では，バス停圏域のポリゴンデータとマイクロ人口統計

データを重ね合わせ，圏域内の年齢別（5歳階級）人口

を求めた．

 次に，得られた圏域内人口から通勤及び私事移動の発

生量を求めた．発生原単位は，平成20年パーソントリッ

プ調査計画基本ゾーンデータから年齢（5歳階級）毎に

グロス原単位を得た．それを先ほど求めた圏域内人口に

乗じることで，圏域毎の年齢（5歳階級）別目的別発生

量を求めた． 

 続いて，手段選択モデルが対象とする移動に概念を合

わせるため調整を行った． 

通勤については得られた通勤移動発生量から鉄道駅経

由通勤移動発生量を求めた．また，モデルでは「送迎」

と「同乗」を選択肢から除いたため，同様に交通実態調

査の結果から選択割合を求め，その分を鉄道駅経由通勤

移動発生量から除くことで，モデルに合った発生量を求

めた． 

私事移動については，交通実態調査から得た，バスが

利用可能な割合，目的地までバスが利用可能な割合を掛

けることで，移動の発生量を算出した．続いて，得られ

た発生量に移動の頻度の確率をかけることで，手段選択

前の平日５日間の移動人数を算定した． 

これらに対してバス停からの距離圏別に手段選択確率

をかけ合計することでバス停単位の需要推計を行った． 

(2) 需要推計と精度検証結果 

バス停毎に双方の乗客数を示したグラフを図-2，図-3

に示す．なお，グラフの縦軸はバスICカードから求めた

乗客数の総数を100としたときの，各バス停の乗客数の

指数を表す． 

（通勤移動） 

 グラフから，本線バス停では，概ねグラフの形状が似

通っていることが確認出来る．しかし一方で，大宮駅付

近のバス停，支線バス停では需要が過大に推計されてい

ることがわかる．大宮駅付近のバス停の推計結果につい

ては，モデル推定で費用が有意にならなかったことで， 

パラメータ t値 判定
定数項（自家用車） -0.4793384 -1.5434392 *
定数項（自転車） -1.4062062 -5.2037963 **
認識時間 0.01967713 0.3008014
所要時間 -0.14297644 -7.4669852 **
費用 -0.38118568 -4.7868263 **
サンプル数 190
初期尤度 -234.691
最終尤度 -160.086
決定係数 0.317886
修正済決定係数 0.296582
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が確認できた． 

GISベースの需要予測では，GISを用いてバス停距離

圏毎の自宅発年齢別目的別発生量を求め，それにモデル

から得られた手段選択確率を乗じることで，バス停毎の

目的別の乗客数を予測した．そして，得られた予測結果

とバスICカードデータにもとづく目的別バス停別乗客数

を比較することで，需要予測の精度検証を行った．その

結果，対象地域内の本線バス停では概ね乗客数のグラフ

が近い形を示したが，支線バス停では過大推計となった． 

 路線全体としては，通勤については主として他の駅に

向かう他社路線との競合が考慮できていないため過大推

計となった．私事移動については，自宅発の需要につい

ては概ね実態に近い推計値が得られた．ただし，バスIC

カードデータの乗車客数に時間帯別目的別発生割合をか

けて計算した通勤と私事移動の大宮方面の乗車客数合計

はその他の目的を含めた総乗車客数の半分程度であり，

バス会社にとって重要な総乗車客数を精度よく求めるに

はその他目的の乗車客数を推計する方法を検討する必要

がある． 

本研究で需要推計する際には，バスICカードのデータ

をコントロールトータルとして使うことなく全く別のデ

ータから推計して検証しており，その結果，更に手法に

改善を加えることによって実用化が期待できる程度の精

度が得られたと評価できる． 

当面の課題としては，バスの運行頻度などの利便性を

変数として取り込むことやバス停の選択を扱うことが挙

げられる．また，個人属性の影響を更に分析する必要が

ある． 

 今後の展開としては，他社路線のデータとの整合性検

討，他目的のバス需要と合算することでバス需要全体を

精度よく推計できる手法への拡張，他地域での適用可能

性の検証が考えられる． 

 本手法により，居住地側の空間的条件を詳細化して需

要予測精度の向上を図る可能性が見えてきたと言えるが，

本手法を本来の適用対象である地方都市における需要予

測に適用するには，今回は交通実態調査の結果から求め

た「目的地まで公共交通機関が利用可能であるトリップ

の比率」など目的地側の条件をいかに正確に把握できる

かが問われてくる．PT調査の結果を従来のようなOD表

としてまとめるだけではなく，目的地と手段選択の同時

決定性を考慮した調査体系の構築が求められてくるので

はないかと考えられる．この点は大きな課題である． 
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謝申し上げます．さいたま市様と大宮区・見沼区自治会

の方々には，交通実態調査にあたりご協力をいただき，
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